水質汚濁防止法に基づくドライクリーニング機管理要領
１．目的

　地下水汚染の未然防止の観点から、水質汚濁防止法第12条の４において、有害物質使用特定施設等について、有害物質を含む水の地下への浸透の防止のための構造、設備、使用の方法に関する基準が定められており、これを遵守する必要があります。このうち、使用の方法については、管理要領を定めることとされています。また、水質汚濁防止法第14条第５項において、有害物質使用特定施設等について点検を行い、その結果を記録し、３年間保存することとされています。

　これらの規定に基づき、○○クリーニング※１では有害物質使用特定施設であるドライクリーニング機※２について、以下の通り管理要領を定め、適正に管理し、また、定期点検を実施します。
※１　事業所名を記載する。

※２　ドライクリーニング機が複数ある場合には、ドライクリーニング機１号２号のように記載する。
２．使用の方法とその点検について
　イ．ドライクリーニング溶剤等を扱う作業の方法とその点検

①ドライクリーニング溶剤を扱うときには、漏えいしないように細心の注意を払って作業を行う。

②取り扱っているドライクリーニング溶剤の性状や有害性などを理解して取り扱う。

③ドライクリーニング溶剤を含む蒸留残渣を取り出す際は、飛散・流出し　ないように作業する。
④取り出した蒸留残渣は、専用の容器に入れ、容器の密封を確認の上、
○○※３で保管する。
⑤使用済みのカートリッジフィルター、活性炭等のドライクリーニング溶剤
を含む汚染物は、専用の容器に入れ、容器の密封を確認の上、○○※３で保
管する。
⑥補充用のドライクリーニング溶剤は、専用の容器に入れ、容器の密封を確
認の上、○○※３で保管する。
※３　保管場所を記載する。
◆上記６項目について、年に１度現場の管理者が作業員※４の作業状況や理解度を確認する。

※４　現場の管理者と作業員が同一の場合は、自主チェックする。
　ロ．設備の作動状況等の確認とその点検について
①ドライクリーニング溶剤の漏えいが無いことを目視にて確認し、記録す
る。（１回/週）
②ドライクリーニング溶剤の補充は、床へ飛散させないために機内ポンプ
又は、ハンディポンプにより行う。

③ドライクリーニング機の水分離器から出る排液を公共用水域や下水道へ放流している場合、排水基準以下で流していることを確認し、記録する。（１回/月）
④ドライクリーニング機及び蒸留残渣の容器、ドライクリーニング溶剤を含む汚染物の容器、ドライクリーニング溶剤貯蔵用の容器に亀裂や損傷等が無いことを目視にて確認し、記録する。（１回/週）
⑤ドライクリーニング機を設置した床面及び蒸留残渣の容器、ドライクリーニング溶剤を含む汚染物の容器、ドライクリーニング溶剤貯蔵用の容器を保管している床面等にひび割れ等が無いことを目視にて確認し、記録する。（１回/週）
ハ． ドライクリーニング溶剤が漏えいした場合の措置とその点検
①ドライクリーニング溶剤の漏えいがある場合は、即座に機械を停止し、
漏えい防止策を実施する。

②ドライクリーニング溶剤が床に漏えいした場合は、速やかにウエスによ
りふき取りドライクリーニング機内胴に入れ、脱液、乾燥して回収する。
③ウエスは、特別管理産業廃棄物として処理する。
◆上記３項目について、手順を年に１度、現場の管理者が担当者※３に対応の流れを確認する。

※４　現場の管理者と担当者が同一の場合は、自主チェックする。

３．記録の保存について

イ、ロ、ハについて、別紙に記録し、３年間事務所に保存する。
ドライクリーニング機の床面及び周囲について

環境省による「地下水汚染未然防止のための構造と点検管理に関する事例集及び解説」では、ドライクリーニング機の床面及び周囲についてＡ基準と同等以上の効果を有する措置を次のとおり解説しています。
ドライクリーニング機
	対象
	洗濯業の用に供する洗浄施設の床面及び周囲

	措置の具体的内容
	ドライクリーニング機が設置されている事業場において、受皿や防液堤などは設置されてないものの、クリーニング機が筺体で室内に設置してあり、内部で漏えいがあった 際には、揮発した有害物質を検知できる設備を取り付けていることから、漏えいを検知できるようになっている。また、当該機器の中に溶剤の残量を確認するために目盛りが 設置されているので、これを使って溶剤の残量や機器の異常の有無について毎日目視点検を行い、記録をつけている。さらにウェスや吸収マットを常備している。

	判断理由
	クリーニング用の洗浄施設内で供給から回収まで完結し、万が一漏えいが起こった際にも検知設備による検知ができると考えられること、またウェスや吸収マット等を常備して、施設の外に漏えいした際でも流出を防止できる設備及び体制が整備されていることから、流出防止策として同等以上の効果を有する措置が講じられていると判断した。


解説
防液堤等が必ずしも十分な容量を有していない場合であっても、ウェスや吸収マット等を常時備え付けることにより漏えいした際に回収できる設備と体制を整備することにより、流出防止策として防液堤等の設置と同等以上の措置と判断することは可能である。（マニュアル 51～52ページ参照）
なお、床面（規則第８条の３第１号イ）については、被覆もしくは同等以上の効果を有する措置（例えば、漏出したものがコンクリートに浸透する前にウェスや吸収マット等で確実に回収する体制）などにより地下浸透しないための対応が必要である。
